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中間決算取締役会開催日　　平成 16年 11月 26日 中間配当制度の有無　　無

単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 104,959 △ 18.3 2,539 23.9 1,955 -
15年 9月中間期 128,408 △ 41.6 2,049 30.1 △ 91 -
16年 3月期 275,760 7,248 3,235

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 2,006 △ 99.3 15.09
15年 9月中間期 282,995 - 2,120.73
16年 3月期 283,732 2,128.46
(注)①期中平均株式数   普通株式  16年 9月中間期 132,960,190 株   15年 9月中間期 133,442,907 株   16年 3月期 133,304,297 株    

                                   優先株式  16年 9月中間期  60,000,000 株   15年 9月中間期 　　　　　　－ 株   16年 3月期  60,000,000 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

16年 9月中間期 － －
15年 9月中間期 － －
16年 3月期 － 0.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 220,617 22,083 10.0 △ 59.57
15年 9月中間期 425,184 29,374 6.9 △ 4.69
16年 3月期 259,963 20,318 7.8 △ 72.75
(注)①期末発行済株式数   普通株式  16年 9月中間期 132,880,377 株   15年 9月中間期 133,334,247 株   16年 3月期 133,078,496 株  

                                      優先株式  16年 9月中間期   60,000,000 株   15年 9月中間期 　　　　　 － 株   16年 3月期  60,000,000 株

  　 ②期末自己株式数      普通株式  16年 9月中間期       766,127 株   15年 9月中間期      312,257 株   16年 3月期      568,008 株  　　

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 245,000 5,500 4,500 0.00 0.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     33 円 87 銭 

※上記業績予想の前提条件その他関連する事項については、添付資料の 6ページを参照して下さい。

１株当たり年間配当金

 売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

当　期　純　利　益経　常　利　益売   上   高

－１８－



○ 「１．平成16年 9月中間期の業績」 指標算式

・１株当たり中間（当期）純利益

・１株当たり株主資本

○ 「２．平成17年 3月期の業績予想」 指標算式

・１株当たり予想当期純利益 （通期）

期末株主資本　－　期末発行済優先株式数　×　発行価額

期末の普通株式の発行済株式数　

予想当期純利益

期末の普通株式の発行済株式数

中間（当期）純利益

普通株式の期中平均株式数

－１９－



株式会社　熊　谷　組

中間貸借対照表（資産の部）
(単位：百万円）

　　　　　 期　　　別
当中間会計期間末 前中間会計期間末 比　較　増　減 前事業年度の

要約貸借対照表
平成16年９月30日 平成15年９月30日 平成16年３月31日

科　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 金　　額 構成比

（資 産 の 部） % % %

 流　動　資　産 171,463 77.7 261,278 61.5 △ 89,814 209,567 80.6

現 金 預 金 47,623 77,784 △ 30,160 58,669 

受 取 手 形 8,615 9,594 △ 979 10,351 

完 成 工 事 未 収 入 金 71,199 96,536 △ 25,336 96,149 

販 売 用 不 動 産 － 7,308 △ 7,308 － 

未 成 工 事 支 出 金 18,021 18,748 △ 727 11,174 

不 動 産 事 業 支 出 金 － 18,587 △ 18,587 － 

未 収 入 金 18,262 22,508 △ 4,246 25,496 

そ の 他 流 動 資 産 8,811 11,566 △ 2,755 9,081 

貸 倒 引 当 金 △ 1,071 △ 1,358 287 △ 1,357 

 固　定　資　産 49,153 22.3 163,906 38.5 △ 114,752 50,396 19.4

　有 形 固 定 資 産 10,668 33,316 △ 22,647 10,824 

建 物 ・ 構 築 物 2,260 19,577 △ 17,317 2,359 

機 械 ・ 運 搬 具 368 774 △ 405 411 

工 具 器 具 ・ 備 品 342 499 △ 156 357 

土 地 7,693 12,462 △ 4,768 7,693 

建 設 仮 勘 定 3 3 － 3 

　無 形 固 定 資 産 885 1,371 △ 485 1,008 

　投 資 そ の 他 の 資 産 37,599 129,218 △ 91,619 38,563 

投 資 有 価 証 券 11,546 11,646 △ 99 11,884 

関 係 会 社 株 式 4,751 31,360 △ 26,608 4,103 

長 期 貸 付 金 1,549 1,905 △ 355 1,871 

長 期営業外未収入金 2,073 210,362 △ 208,288 1,864 

破産債権、更生債権等 1,573 137,606 △ 136,032 1,544 

そ の 他 投 資 等 19,293 22,138 △ 2,845 19,536 

貸 倒 引 当 金 △ 3,189 △ 285,800 282,611 △ 2,243 

資　  産  　合  　計 220,617 100  425,184 100  △ 204,566 259,963 100  

－２０－



株式会社　熊　谷　組

中間貸借対照表（負債・資本の部）
(単位：百万円）

　　　　　 期　　　別
当中間会計期間末 前中間会計期間末 比　較　増　減 前事業年度の

要約貸借対照表
平成16年９月30日 平成15年９月30日 平成16年３月31日

科　　　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 金　　額 構成比

（負 債 の 部） % % %

 流　動　負　債 121,053 54.9 175,413 41.3 △ 54,359 161,862 62.3

支 払 手 形 23,213 27,742 △ 4,529 26,652 

工 事 未 払 金 49,587 67,586 △ 17,999 71,919 

短 期 借 入 金 6,299 34,414 △ 28,114 13,985 

未 払 法 人 税 等 191 116 74 131 

未 成 工 事 受 入 金 16,617 15,369 1,248 16,634 

預 り 金 16,763 19,455 △ 2,691 18,304 

完 成工事補償引当金 500 612 △ 111 745 

そ の 他 流 動 負 債 7,880 10,117 △ 2,236 13,489 

 固　定　負　債 77,479 35.1 220,395 51.8 △ 142,916 77,782 29.9

長 期 借 入 金 67,155 193,943 △ 126,788 67,199 

退 職 給 付 引 当 金 9,890 10,509 △ 618 10,075 

退 職給付損失引当金 － 4,153 △ 4,153 － 

開発事業整理損失引当金 － 3,483 △ 3,483 － 

そ の 他 固 定 負 債 433 8,305 △ 7,872 507 

負　 債　 合 　計　 198,533 90.0 395,809 93.1 △ 197,276 239,645 92.2

（資 本 の 部）

 資    本    金 13,341 6.0 3,341 0.8 10,000 13,341 5.1

 新 株 式 払 込 金 － － 30,000 7.0 △ 30,000 － －

 資 本 剰 余 金 9,926 4.5 － － 9,926 9,926 3.8

資 本 準 備 金 9,926 － 9,926 9,926 

 利 益 剰 余 金 △ 2,434 △ 1.1 △ 5,178 △ 1.2 2,743 △ 4,441 △1.7

中間(当期)未処分利益 △ 2,434 △ 5,178 2,743 △ 4,441 

 その他有価証券評価差額金 1,371 0.6 1,244 0.3 126 1,561 0.6

 自  己  株  式 △ 120 △ 0.1 △ 32 △ 0.0 △ 87 △ 68 △ 0.0

資　　本　　合　　計　 22,083 10.0 29,374 6.9 △ 7,290 20,318 7.8

負　債　資　本　合　計 220,617 100  425,184 100  △ 204,566 259,963 100  

－２１－



株式会社　熊　谷　組

中間損益計算書
（単位：百万円）

       　  期　　　別
当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度の

要約損益計算書
自 平成16年４月１日 自 平成15年４月１日 比　較　増　減 自 平成15年４月１日
至 平成16年９月30日 至 平成15年９月30日 至 平成16年３月31日

科　　　目 金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 増減率 金　額 百分比

% % % %
 売　　上　　高 104,959 100  128,408 100  △ 23,449 △ 18.3 275,760 100  

完 成 工 事 高 104,959 ( 100  ) 124,708 ( 100  ) △ 19,749 269,485 ( 100  )

不 動 産 事 業 売 上 高 － (   －  ) 3,699 ( 100  ) △ 3,699 6,274 ( 100  )

 売  上  原  価 95,758 91.2 119,215 92.8 △ 23,457 △ 19.7 253,747 92.0

完 成 工 事 原 価 95,758 ( 91.2 ) 116,074 ( 93.1 ) △ 20,315 248,288 ( 92.1 )

不 動 産 事 業 売 上 原 価 － ( － ) 3,141 ( 84.9 ) △ 3,141 5,458 ( 87.0 )

 売 上 総 利 益 9,201 8.8 9,193 7.2 8 0.1 22,012 8.0

完 成 工 事 総 利 益 9,201 ( 8.8 ) 8,634 ( 6.9 ) 566 21,197 ( 7.9 )

 不 動 産 事業総利益 － ( － ) 558 ( 15.1 ) △ 558 815 ( 13.0 )

 販売費及び一般管理費 6,661 6.4 7,143 5.6 △ 482 △ 6.8 14,764 5.4

 営 業 利 益 2,539 2.4 2,049 1.6 490 23.9 7,248 2.6

 営 業 外 収 益 810 0.8 1,191 0.9 △ 381 △ 32.0 1,756 0.7

受 取 利 息 113 336 △ 222 456

そ の 他 営 業 外 収 益 696 855 △ 158 1,299

 営 業 外 費 用 1,394 1.3 3,331 2.6 △ 1,937 △ 58.1 5,769 2.1

支 払 利 息 1,026 2,567 △ 1,540 3,649

そ の 他 営 業 外 費 用 368 764 △ 396 2,120

経 常 利 益 1,955 1.9 △ 91 △ 0.1 2,046  － 3,235 1.2

 特  別  利  益 2,048 1.9 276,326 215.2 △ 274,278 △ － 278,417 101.0

 特  別  損  失 1,881 1.8 5,605 4.4 △ 3,723 △ 66.4 10,174 3.7

税引前中間(当期)純利益 2,122 2.0 270,630 210.7 △ 268,507 △ 99.2 271,478 98.5

法人税､住民税及び事業税 155 0.1 144 0.1 10 7.6 324 0.1

法 人 税 等 調 整 額 △ 39 △ 0.0 △ 12,509 △ 9.8 12,470  － △ 12,578 △ 4.5

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 2,006 1.9 282,995 220.4 △ 280,988 △ 99.3 283,732 102.9

前 期 繰 越 利 益 △ 4,441 △ 318,244 313,802  － △ 318,244

資本減少による欠損填補額 － 30,070 △ 30,070 △ 100.0 30,070

中間(当期)未処分利益 △ 2,434 △ 5,178 2,743  － △ 4,441
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株式会社　熊　谷　組

〔中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕

 １．資産の評価基準及び評価方法
    (1) 子会社株式及び関連会社株式の評価は、移動平均法による原価法、その他有価証券の時価のあるものの評価は、中間決算日の市場
  　  価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、その他有価証券の時価のな
  　  いものの評価は、移動平均法による原価法によっている。
  　(2) デリバティブの評価は、時価法によっている。
  　(3) 未成工事支出金の評価は個別法による原価法、材料貯蔵品は移動平均法による原価法によっている。
 ２．固定資産の減価償却の方法
  　(1) 有形固定資産の減価償却の方法は、定率法によっている。
  　(2) 無形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
   　 間(5年)に基づく定額法を採用している。
 ３．引当金の計上基準
  　(1) 貸倒引当金は、債権の貸倒損失に備えるため、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率により計算した金額の
 　　 ほか、貸倒懸念債権等については個別に債権を評価して回収不能見込額を計上している。
  　(2) 完成工事補償引当金は、完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過去の一定期間における実績率により計算した金額を計上
 　　 している。
  　(3) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末に
 　　 おいて発生していると認められる額を計上している。
 　　 　なお、会計基準変更時差異は15年による按分額を費用処理しており、過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均
 　 　残存勤務期間以内の一定の年数(9年)による定額法により費用処理している。また、数理計算上の差異は、各期の発生時における従
 　　 業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(9年)による定額法により､それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。
 ４．リース取引の処理方法
 　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
 　準じた会計処理によっている。
 ５．ヘッジ会計の方法
  　(1) ヘッジ会計の方法は、主として繰延ヘッジ処理を採用している。
  　(2) ヘッジ手段は、金利スワップ取引及び金利キャップ取引、ヘッジ対象は、市場金利等の変動によりキャッシュ・フローが変動する
　 　 もの（変動金利の借入金）としている。
  　(3) ヘッジ方針は、当社の内部規定である｢デリバティブ取引取扱規程｣に基づき、金利変動リスクをヘッジすることを目的としている。
  　(4) ヘッジの有効性評価の方法は、ヘッジ手段とヘッジ対象について有効性判定期間における金利変動を比較し評価を行っている。
 ６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
  　(1) 完成工事高の計上基準
　　 　 完成工事高の計上基準は、原則として工事進行基準を適用している。但し、工期が１年未満の工事については工事完成基準によっ
      ている。なお、当中間会計期間における工事進行基準による完成工事高は 79,320百万円である。
  　(2) 消費税等の会計処理
　   　 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。

〔注記事項〕

（中間貸借対照表関係）
当中間会計期間末 前中間会計期間末 前 事 業 年 度

 １．有形固定資産の減価償却累計額 14,641百万円 23,682百万円 14,653百万円
 ２．担保に供している資産

土 地 他 17,666百万円 38,527百万円 18,013百万円
 ３．保証債務額 4,983百万円 6,199百万円 5,161百万円
 ４．仮払消費税等及び仮受消費税等の表示
　　 仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺のうえ、その差額を流動資産の未収入金に含めて表示している。

（中間損益計算書関係）
当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

 １．特別利益の主なもの
前 期 損 益 修 正 益 1,976百万円 5,409百万円 7,026百万円

　　　　　債 務 免 除 益 －百万円 268,400百万円 268,400百万円
 ２．特別損失の主なもの

前 期 損 益 修 正 損 594百万円 214百万円 3,913百万円
貸倒引当金繰入額 630百万円 2,212百万円 2,417百万円

 ３．減価償却実施額
有 形 固 定 資 産 152百万円 625百万円 837百万円
無 形 固 定 資 産 234百万円 253百万円 503百万円

－２３－



株式会社　熊　谷　組

〔有価証券〕

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（単位：百万円）
当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

中　　　間 中　　　間 貸借対照表
貸借対照表 貸借対照表
計　上　額 計　上　額 計　上　額

関連会社株式 1,488 1,710 222 1,488 1,706 217 1,488 1,710 222 

時　　価 差　　額
種　　類

時　　価 差　　額 時　　価 差　　額

－２４－



株式会社　熊　谷　組

受注・売上・次期繰越高
（単位：百万円）

  期  別 当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

自 平成16年４月１日 自 平成15年４月１日 比  較  増  減 自 平成15年４月１日
至 平成16年９月30日 至 平成15年９月30日 至 平成16年３月31日

  種  別 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 増 減 率 金　　額 構成比

土 官庁 26,282 28,223  △ 1,940  △ 6.9 82,969 

受 建 民間 10,026 32.6 13,692 38.3  △ 3,665  △ 26.8 19,454 44.4 

木 計 36,309 ( 0.8) 41,915 ( 13.7)  △ 5,605  △ 13.4 102,424 ( 11.3)

設 建 官庁 8,921 12,527  △ 3,606  △ 28.8 20,484 

民間 66,135 67.4 52,013 59.0  14,121  27.1 104,811 54.3 

注 事 築 計 75,056 ( 0.8) 64,541 ( 5.1)  10,515  16.3 125,296 ( 3.0)

合 官庁 35,204 40,751  △ 5,546  △ 13.6 103,454 

業 民間 76,161 65,705  10,455  15.9 124,266 

計 111,366 100.0 106,457 97.3  4,909  4.6 227,720 98.7 

高 計 (海外) ( 1,746) ( 1.6) ( 20,585) ( 18.8) (△ 18,838) (△ 91.5) ( 33,002) ( 14.3)

不動産事業 － － 2,970 2.7  △ 2,970  △ 100.0 3,063 1.3 

合   計 111,366 100.0 109,427 100.0  1,938  1.8 230,784 100.0 

土 官庁 33,648 40,393  △ 6,744  △ 16.7 80,248 

売 建 民間 10,846 42.4 9,554 38.9  1,291  13.5 27,596 39.1 

木 計 44,495 ( 8.0) 49,948 ( 5.6)  △ 5,452  △ 10.9 107,845 ( 4.6)

設 建 官庁 7,693 9,166  △ 1,472  △ 16.1 18,458 

民間 52,770 57.6 65,593 58.2  △ 12,823  △ 19.6 143,182 58.6 

上 事 築 計 60,464 ( 4.5) 74,760 ( 8.1)  △ 14,296  △ 19.1 161,640 ( 6.9)

合 官庁 41,342 49,560  △ 8,217  △ 16.6 98,706 

業 民間 63,617 75,148  △ 11,531  △ 15.3 170,779 

計 104,959 100.0 124,708 97.1  △ 19,749  △ 15.8 269,485 97.7 

高 計 (海外) ( 13,109) ( 12.5) ( 17,545) ( 13.7) (△ 4,435) (△ 25.3) ( 31,702) ( 11.5)

不動産事業 － － 3,699 2.9  △ 3,699  △ 100.0 6,274 2.3 

合   計 104,959 100.0 128,408 100.0  △ 23,449  △ 18.3 275,760 100.0 

土 官庁 110,418 106,797  3,621  3.4 117,040 

次 建 民間 32,971 48.1 41,975 46.0  △ 9,003  △ 21.5 33,920 52.1 

木 計 143,390 ( 11.3) 148,773 ( 11.0)  △ 5,382  △ 3.6 150,960 ( 14.0)

期 設 建 官庁 21,913 21,327  585  2.7 20,508 

民間 132,619 51.9 146,466 51.8  △ 13,847  △ 9.5 118,496 47.9 

繰 事 築 計 154,532 ( 1.8) 167,794 ( 5.6)  △ 13,261  △ 7.9 139,005 ( 2.9)

合 官庁 132,332 128,124  4,207  3.3 137,549 

越 業 民間 165,591 188,442  △ 22,851  △ 12.1 152,416 

計 297,923 100.0 316,567 97.8  △ 18,643  △ 5.9 289,965 100.0 

高 計 (海外) ( 39,139) ( 13.1) ( 53,779) ( 16.6) (△ 14,640) (△ 27.2) ( 48,952) ( 16.9)

不動産事業 － － 6,998 2.2  △ 6,998  △ 100.0 － － 

合   計 297,923 100.0 323,565 100.0  △ 25,641  △ 7.9 289,965 100.0 

(注) 海外工事の次期繰越高は決算期末レートで修正しており、この影響額は、当中間会計期間 1,550百万円増、前中間会計期間 3,427百万円
　 減、前事業年度 6,514百万円減である。

－２５－


